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脱退一時金請求書                                                 

 

日本から出国される外国人のみなさまへ 
 

   

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

次ページに、脱退一時金を受け取った場合の≪注意事項≫を記載しています。 

ご確認いただき、将来、年金を受け取る可能性を考慮したうえで、脱退一時金の請求についてご検討ください。 

 

Japan Pension Service 

 
 

【提出書類】 
「脱退一時金請求書（国民年金／厚生年金保険）」 

【添付書類】 

① パスポート（旅券）の写し（氏名、生年月日、国籍、署名、在留資格が確認できるページ） 

② 日本国内に住所を有しなくなったことが確認できる書類（住民票の除票の写し等（※）） 

③ 「銀行名」「支店名」「支店の所在地」「口座番号」及び「請求者本人の口座名義」であることが確認できる

書類（銀行が発行した証明書等。または、「銀行の証明」欄に銀行の証明を受けてください。） 

④ 基礎年金番号通知書または年金手帳等の基礎年金番号を明らかにすることができる書類 

※ 出国前にお住まいの市区町村で転出届を提出した場合には、住民票の消除情報から、日本国内に住所を有しな

いことを確認できますので、添付書類②は不要です。 

【提出時の注意事項】 

出国前に日本国内から請求書を提出する場合には、住民票の転出（予定）日以降に請求書を日本年金機構

へ提出してください。（脱退一時金の受給要件として、日本年金機構が請求書を受理した日に、日本に住所を

有していないことが必要です。） 

郵送の場合には、転出（予定）日以降に請求書が日本年金機構に到達するよう送付してください。 

日本での滞在期間中に国民年金、厚生年金保険及び共済組合等に加入していた期間については、被保険者

資格を喪失して日本を出国した場合、以下の①～④すべての条件に該当するときに脱退一時金を請求することが

できます。ただし、日本に住所を有しなくなった日から２年以内に請求する必要があります。 

① 日本国籍を有していない 

② 国民年金の保険料納付済期間等※ の月数又は厚生年金保険（共済組合等に加入していた期間を含む）が

6月以上ある 
 

※国民年金の保険料納付済期間等 

国民年金の第１号被保険者としての保険料納付済期間の月数、保険料 4 分の 1 免除期間の月数の 4 分の

3 に相当する月数、保険料半額免除期間の月数の 2 分の 1 に相当する月数、及び保険料 4 分の 3 免除期

間の月数の 4 分の 1に相当する月数を合算した月数のことをいいます。 

③ 日本に住所を有していない 

※市区町村に転出届を提出したうえで、再入国許可・みなし再入国許可を受けて出国する方は請求することができます

が、転出届の提出がない場合、再入国許可の有効期間が経過するまでは国民年金の被保険者とされることから、脱退

一時金は請求できませんのでご注意ください。 

④ 年金（障害手当金を含む）を受ける権利を有したことがない 
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≪脱退一時金を請求する際の注意事項≫                         
以下の注意事項をご確認いただき、将来、年金を受け取る可能性を考慮したうえで、ご請求ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 老齢年金の受給資格期間 （120 月（10 年）あれば日本の老齢年金を受給できます。2017 年 8 月より、25 年から 10

年に短縮されています。） 

請求時において、年金の受け取りに必要な「受給資格期間」が 120月（10年）以上ある場合、将来、日本の老齢年金

を受け取ることができるため、脱退一時金を請求することはできません。「受給資格期間」が 120 月（10 年）未満の場

合、脱退一時金を請求することができますが、脱退一時金を受け取った方は、いかなる場合でも、脱退一時金を請求す

る以前の日本の年金に加入していた期間がすべてなくなります。 
 

 

 
 
※合算対象期間とは、過去に日本の年金制度に加入していなかった場合などでも、資格期間に含むことができる期間です。（ただし、年金額の算定には反映さ

れません。） 

例えば、 

・日本で永住許可を得た外国籍の方については、海外在住期間のうち、1961 年４月から永住許可を取得するまでの期間（20 歳以上 60 歳未満の期間に限

る。） 

・日本と年金通算の協定を締結している相手国の年金制度に加入していた期間（詳細は「②加入期間の通算」） 

が合算対象期間となります。その他、詳細については、年金事務所へお問い合わせください。 

② 加入期間の通算 

日本と年金通算の協定を締結している相手国の年金制度に加入していた期間がある方は、一定の要件のも

と、加入期間を通算して日本及び協定相手国の年金を受け取ることができる場合があります。加入期間を通

算した結果、日本の年金の受け取りに必要な受給資格期間が 120 月以上ある場合、脱退一時金を請求するこ

とはできません。受給資格期間が 120 月未満の場合、脱退一時金を請求することができますが、脱退一時金

を受け取った場合、脱退一時金を請求する以前の日本の年金に加入していた期間がすべてなくなるため、そ

の期間を通算することができなくなります。 
【日本と年金通算の社会保障協定を締結している相手国（2022年 6月現在）】 

ドイツ、アメリカ、ベルギー、フランス、カナダ、オーストラリア、オランダ、チェコ、スペイン、アイルランド、ブラジル、 
スイス、ハンガリー、インド、ルクセンブルク、フィリピン、スロバキア、フィンランド、スウェーデン 
なお、最新の社会保障協定締結状況については、日本年金機構ホームページをご確認ください。 

（https://www.nenkin.go.jp/service/shaho-kyotei/20141125.html） 

「受給資格期間」とは？ 
・国民年金の保険料を納めた期間や免除された期間 ・厚生年金保険や共済組合等の加入期間 

・日本の年金制度に加入していなくても受給資格期間に加えることができる期間（合算対象期間） 

【脱退一時金にかかる所得税】 
○非居住者の方が支給を受ける厚生年金保険の脱退一時金は、その支給の際に、20.42％の税金が源泉徴収されます。ただし、 

「退職所得の選択課税による還付のための申告書」を税務署に提出することで、源泉徴収された税金の還付を受けられる場

合があります。（国民年金の脱退一時金は、源泉徴収されません。） 

○申告書の提出先は、日本国内における最終の住所地又は居所地を管轄する税務署です。申告及び還付金の受け取りのため 

には、帰国前に、日本国内における最終の住所地又は居所地を管轄する税務署へ「所得税・消費税の納税管理人の届出書」 

を提出する必要があります。（納税管理人の資格は、日本に住所地又は居所地を有すること以外に特にありません。） 

「所得税・消費税の納税管理人の届出書」を提出しないで帰国した場合には、申告時に申告書と併せて提出してください。 

○申告書や届出書の様式は、国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）に掲載しています。申告などの手続きについてご不

明な点は、税務署にお尋ねください。 

○脱退一時金の送金と同時に「脱退一時金支給決定通知書」を送付しますので、原本を所得税・消費税の納税管理人に送付し

てください。 

【請求者が脱退一時金の支給を受けずに死亡した場合】 
請求者の死亡当時、生計を同一にしていた配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹、その他３親等内の親族が代わりに給付

を受けることができます。ただし、本人が死亡前に請求書を提出している場合のみ該当します。 

 

 

③ 支給額計算の上限 （2021 年 4 月より 36 月（3 年）から 60 月（5 年）に引き上げられました。） 

脱退一時金の支給額は、日本の年金制度に加入していた月数に応じて、60月を上限として計算されます。 

ただし、脱退一時金の支給対象とする国民年金保険料納付済期間等又は厚生年金保険及び共済組合等の合計

加入期間が 2021年 3月以前のみの期間となる場合は、36月を上限として計算されます。 
※日本の年金制度に 61 月以上加入されていた方が脱退一時金を請求した場合、支給金額は 60 月を上限として計算されますが、脱退

一時金を請求する以前の日本の年金に加入していた期間が全てなくなります。（例えば、90月分の日本の年金に加入していた期間が

ある方が脱退一時金を請求した場合、脱退一時金は上限 60 月分が支給されますが、90 月分すべての日本の年金に加入していた期

間がなくなります。） 
※複数回の在留を繰り返し、日本の年金制度に加入する期間が通算で 61月以上になる予定の方で、加入期間に応じた脱退一時金の受

給を希望される場合には、各在留期間終了後の帰国の都度、請求が必要になる場合があります。（例えば、3年間（36月）で第 1号・

2号技能実習を終了し帰国した後、特定技能 1号（在留期間の上限 5年）として日本に入国する方は、第 2号技能実習終了後及び特

定技能 1号による在留期間終了後に請求することで、各加入期間に応じた支給を受けることができます。） 
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※ 

 

(អ្នកអាចទទួលបានប្របាក់សោធនចាស់របស់ជប ៉ុនប្របសិនសបើអ្នកមាន 120 ខែ (10 ឆ្ន ាំ) ។ ចាប់ពីខែសីហាឆ្ន ាំ 2017 វាប្ររវូបានការប់នថយពី 25 
ឆ្ន ាំសៅ 10 ឆ្ន ាំ។) 
ប្រសិនបរើបៅបេលននការទាមទារ អ្នកមាន 120 ខែ (10 ឆ្ន ាំ) ឬបប្រើនជាងបនេះនន "រយៈបេលមានសិទ្ធិអ្នកទ្ទួ្ល" 
ខែលប្រវូការបែើមបីទ្ទួ្លបានប្បាក់បោធននិវរតន៍ប េះ អ្នកនឹងមិនអារទាមទារការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំបានបទ្ 
បប្រេះអ្នកនឹងអារទ្ទួ្លបានប្បាក់បោធននិវរតន៍អាយ ចាស់ររស់ជរ  ន បេលអ្ គរ។ ប្រសិនបរើ "រយៈបេលមានសិទ្ធិអ្នកទ្ទួ្ល" រិរជាង 120 
ខែ (10 ឆ្ន ាំ) អ្នកអារទាមទារការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំ 
រ  ខនតអ្នកខែលបានទ្ទួ្លការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំនឹងប្រវូបារ់រង់រយៈបេលទាាំងអ្ស់ខែលប្គរែណ្ត រ់បោយប្បាក់បោធននិវរតន៍បនេះបៅកន ុងប្រ
បទ្សជរ  នម នបេលោក់រកយស ាំ។ 

 

រយៈបេលរមួរញ្ច លូគ្នន  គឺជារយៈបេលខែលអាររញ្ច លូបៅកន ុងរយៈបេលមានសិទ្ធិ 
បទាេះរីជាអ្នកមិនបានរ េះប ម្ េះបៅកន ុងប្រេ័នធ បោធននិវរតន៍ររស់ជរ  នកាលេីអ្រីរកាលក៏បោយ។ (បទាេះជាយ ងបនេះកត ី 
វាមិនប្រវូបានឆុ្េះរញ្ច ាំងបៅកន ុងការគណ្ ននរាំនួនទ្ឹកប្បាក់ប្រចាាំឆ្ន ាំបទ្។) 
ឧទាហរណ៍្,・សប្មារ់ជនររបទ្សខែលបានទ្ទួ្លសិទ្ធិោន ក់បៅអ្រិន្នតយ៍កន ុងប្របទ្សជរ  ន 
រយៈបេលននការោន ក់បៅបប្ៅប្របទ្សចារ់េីខែបមោ ឆ្ន ាំ 1961 រហូរែល់ការទ្ទួ្លបានរ័ណ្ណ ោន ក់បៅអ្រិន្នតយ៍ (កាំណ្រ់ប្រឹមរយៈបេលរប ល េះេី 
អាយ 20ឆ្ន ាំបៅបប្កាម60ឆ្ន ាំ)។・រយៈបេលខែលប្គរែណ្ត រ់បោយប្រេ័នធបោធននិវរតន៍ររស់ប្របទ្សជានែគូខែលប្របទ្សជរ  នមានកិរច ប្េមបប្េៀ 
ងសត ីេីការផ្តល់ប្បាក់បោធនសរ រ (សប្មារ់េ័រ៌មានលមអ ិរសូមបមើល "②រយៈបេលសរ រប្គរែណ្ត រ់ននការធា រ៉ា រ់រង")។ 
សប្មារ់េ័រ៌មានលមអ ិរបផ្េងបទ្ៀរ សូមទាក់ទ្ងការយិល័យបោធននិវរតន៍។ 

② 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

（https://www.nenkin.go.jp/international/agreement/status.html） 

【ប្របទ្សជានែគូខែលបានរ េះកិរច ប្េមបប្េៀងរររសនត ិស ែសងគមសប្មារ់ការសនេ ាំប្បាក់បោធននិវរតនជ៍ាមួយប្របទ្សជរ  ន (គរិប្រឹមខែក មភៈ ឆ្ន ាំ2022)】 

អាលល ឺម ង់ អាបមរកិ ខរលហេស កិ បារាំង កាណាោ អូ្ប្ោត ល ីហូឡង់ បឆកូ បអ្សប ញ បអ្ៀរឡង ់បប្រស ីល សវ ីស ហ ងប្គី ឥណាា  ល រហេ ាំរួរ ហវ លីីេីន ស្វូា៉ា គី ហ្វ ាំងឡង ់
«សប្មារ់េ័រ៌មានរ ងបប្កាយរាំផ្ រអ្ាំេីោា នភាេននកិរច ប្េមបប្េៀងសនត ិស ែសងគម សូមរូលបៅកាន់បគហទ្ាំេ័រររស់ភាន ក់ងារប្បាក់បោធននិវរតន៍ជរ  ន។ 

ប្រសិនបរើអ្នកបានរ េះប ម្ េះកន ុងប្រេ័នធ បោធននិវរតន៍ននប្របទ្សនែគូខែលមានកិរច ប្េមបប្េៀងសត ីេីការរូកសរ រ 
ប្បាក់បោធននិវរតន៍ជាមួយប្របទ្សជរ  ន បប្កាមលកខែណ្ា មួយរាំនួន អ្នកនឹងអារទ្ទួ្លបានប្បាក់បោធននិវរតន៍ររស់ប្របទ្សជរ  ន 
និងប្របទ្សនែគូបោយកាំណ្រ់រយៈបេលរ េះប ម្ េះសរ រ។ ប្រសិនបរើជាលទ្ធផ្លននរយៈបេលរ េះប ម្ េះសរ រររស់អ្នកមាន 120 ខែ 
ឬបប្រើនជាងបនេះននរយៈបេលមានសិទ្ធិអ្នកទ្ទួ្លបានប្បាក់បោធននិវរតន៍ររស់ជរ  ន អ្នកមិនអារទាមទារការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំបានបទ្។ 
អ្នកអារទាមទារការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំ ប្រសិនបរើរយៈបេលននការទ្ទួ្លបានសិទ្ធិររស់អ្នករិរជាង 120 ខែ។ 
រ  ខនត បរើអ្នកបានទ្ទួ្លការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំ 
អ្នកនឹងមិនអាររខនាមរយៈបេលខែលអ្នកបានរ េះប ម្ េះកន ុងប្រេ័នធ បោធននិវរតន៍ររស់ជរ  ន 
ម នបេលអ្នកោក់រកយស ាំការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំប េះបទ្។ 

③  
 
 
 
 

※ 
 
 
 
 
 
 
 
※ 
 
 
 

ប្រសិនបរើរ គគលខែលបានរ េះប ម្ េះកន ុងប្រេ័នធ បោធននិវរតន៍ររស់ជរ  នសប្មារ់រយៈបេល 61 ខែ 
ឬយូរជាងបនេះទាមទារការទូ្ទារែ់កប្បាក់មួយែ ាំ រាំនួនទ្ឹកប្បាក់ននការទូ្ទារ់នឹងប្រវូបានគណ្ ជាមួយកាំណ្រ់ខាងបលើនន 60 
ខែជាខែនកាំណ្រ់ខាងបលើ។ 
រ  ខនត រយៈបេលទាាំងអ្ស់ននការធា រ៉ា រ់រងបោធននិវរតន៍ររស់ជរ  នម នបេលទាមទារការែកប្បាក់មួយែ ាំនឹងប្រវូបារ់រង់។ 
(ឧទាហរណ៍្ថាប្រសិនបរើរ គគលមាន ក់ខែលបានរ េះប ម្ េះរូលកន ុងប្បាក់បោធននិវរតន៍ររស់ជរ  នរយៈបេល 90 ខែ 
បានទាមទារការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំ ការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំនឹងប្រវូបានរង់រហូរែល់ 60 ខែជាខែនកាំណ្រ់ខាងបលើ 
រ  ខនត រយៈបេលខែលអ្នកជាសមាជិកននប្បាក់បោធនររស់ជរ  នទាាំងអ្ស់សប្មារ់រយៈបេល90ខែនឹងប្រវូបានបារ់រង់។) 
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国民年金被保険者の脱退一時金の支給                          

・ 日本国籍を有しない方が、最後に国民年金の被保険者の資格を喪失したとき（日本国内に住所を有しな

くなった日）から 2 年以内に脱退一時金を請求することができます。 

・ 保険料納付済期間等の月数（※）が合計して 6 月以上あって、年金を受ける権利を有したことがない方
が対象になります。 

※保険料納付済期間等の月数とは 

 請求日の前日において、請求日の属する月の前月までの第 1 号被保険者としての被保険者期間にかかる 

・保険料納付済期間の月数 

   ・保険料 4 分の 1 免除期間の月数の 4 分の 3に相当する月数 

・保険料半額免除期間の月数の 2分の 1に相当する月数 

・保険料 4分の 3免除期間の月数の 4 分の 1に相当する月数 

を合算した月数のことです。 

《脱退一時金の支給額の計算》 

最後に保険料を納付した月（基準月）が属する年度と保険料納付済期間等の月数に応じて、支給額を計算

します。 
 

◎2021 年 4 月以降に基準月を有する場合の支給額 

以下の式により計算します。 
 

 

 

 

 

 

※脱退一時金の支給額計算方法に関する法令の改正が行われ、2021 年４月より支給上限月数が 36 月 

（3 年）から 60 月（5 年）に引き上げられました。 

この見直しは、最後に保険料を納付した月（基準月）が 2021 年 4 月以降の方が対象となります。 

最後に保険料を納付した月（基準月）が 2021 年 3 月以前の方については、これまで通り 36 月（3 年）を 

上限として、支給額が計算されます。 

 

○基準月が 2021 年 3 月以前であれば、36 月（3 年）を上限として支給額を決定 

 

 

 

 

 

 

○基準月が 2021 年 4 月以降であれば、60 月（5 年）を上限として支給額を決定 

 

 

 

 

 

 

 

《計算式》 

脱退一時金支給額 ＝ 最後に保険料を納付した月（基準月）が属する年度の国民年金保険料額   

×  1/2  ×  支給額計算に用いる数 
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国民年金被保険者の脱退一時金の支給                          

 

【2023 年 4 月から 2024 年 3 月までの間に基準月を有する場合の支給額】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎2023 年 3 月以前に基準月を有する場合の支給額 

基準月の属する年度の国民年金保険料額及び保険料納付済期間等の月数に応じて、支給額は下記の表

のとおりとなります。 

対象月数 

支給額 

2022 年 4 月から

2023 年 3 月まで

の間に保険料納

付済期間を有する

場合の支給額 

2021 年 4 月から

2022 年 3 月まで

の間に保険料納

付済期間を有する

場合の支給額 

2020 年 4 月から

2021 年 3 月まで

の間に保険料納

付済期間を有する

場合の支給額 

2019 年 4 月から

2020 年 3 月まで

の間に保険料納

付済期間を有する

場合の支給額 

2018 年 4 月から

2019 年 3 月まで

の間に保険料納

付済期間を有する

場合の支給額 

6 月以上 12 月未満 49,770円 49,830円 49,620 円 49,230 円 49,020 円 

12 月以上 18 月未満 99,540円 99,660円 99,240 円 98,460 円 98,040 円 

18 月以上 24 月未満 149,310円 149,490円 148,860 円 147,690 円 147,060 円 

24 月以上 30 月未満 199,080円 199,320円 198,480 円 196,920 円 196,080 円 

30 月以上 36 月未満 248,850円 249,150円 248,100 円 246,150 円 245,100 円 

36 月以上 42 月未満 298,620円 298,980円 297,720 円 295,380 円 294,120 円 

42 月以上 48 月未満 348,390円 348,810円 

 
48 月以上 54 月未満 398,160円 398,640円 

54 月以上 60 月未満 447,930円 448,470円 

60 月以上 497,700円 498,300円 

※2018 年 3 月以前に基準月を有する場合の支給額については、日本年金機構ホームページでご確認ください。 

 

 

 

 

  

保険料納付済期間等 支給額計算に用いる数 支給額 

6 月以上 12 月未満 6 49,560円 

12 月以上 18 月未満 12 99,120円 

18 月以上 24 月未満 18 148,680円 

24 月以上 30 月未満 24 198,240円 

30 月以上 36 月未満 30 247,800円 

36 月以上 42 月未満 36 297,360円 

42 月以上 48 月未満 42 346,920円 

48 月以上 54 月未満 48 396,480円 

54 月以上 60 月未満 54 446,040円 

60 月以上 60 495,600円 
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 ６  

 12  

 18  

 24  

 30  

 36  

 42  

 48  

 54  

 60  

 

 

 

 

 

 

ខែខែលប្រូវគណ្  

 

     

 

 

 

 

 

 

      

      

      

      

      

      

   

 
   

   

   

 

 

 

  

 ◎ [រាំនួនទឹ្កប្បាក់ផ្តលជូ់នកន ុងករណ្ីមានខែបគ្នលបៅម នខែមី  ឆ្ន ាំ2023] 

49,770 បយន 

99,540 បយន 

149,310 បយន 

199,080 បយន 

248,850 បយន 

298,620 បយន 

348,390 បយន 

398,160 បយន 

447,930 បយន 

497,700 បយន 

49,620 បយន 

99,240 បយន 

149,490 បយន 

198,480 បយន 

248,100 បយន 

297,720 បយន 

49,830 បយន 

99,660 បយន 

149,490 បយន 

199,320 បយន 

249,150 បយន 

298,980 បយន 

348,810 បយន 

398,640 បយន 

448,470 បយន 

498,300 បយន 

49,230 បយន 

98,460 បយន 

147,690 បយន 

196,920 បយន 

246,150 បយន 

295,380 បយន 

49,020 បយន 

98,040 បយន 

147,060 បយន 

196,080បយន 

245,100 បយន 

294,120 បយន 

49,560 បយន 

99,120 បយន 

148,680 បយន 

198,240 បយន 

247,800 បយន 

297,360 បយន 

346,920 បយន 

396,480 បយន 

446,040 បយន 

495,600 បយន 

ទឹ្កប្បាក់ផ្តល ់

2023 

2022 

2019 

2018 

2020 

2019 

2021 

2020 

2022 

2021 

រាំនួនទឹ្កប្បាក់ខែលផ្តល់ជូន គឺអាប្ស័យតាមរាំនួនទឹ្កប្បាក់ធា រ៉ា រ់រងបោធននិវរតន៍កន ុងឆ្ន ាំននខែសត ង់ោរ និង 

រយៈបេលបានរង់ធា រ៉ា រ់រង បោយមានែឹលោរែូរតារងខាងបប្កាម៖ 

ការផ្តល់ប្របាក់សោធននិវរតន៍សពលចាកសចញសប្រមាប់អ្នកទទួលធានារ៉ា ប់រងសោធននិវរតន៍ជារិ  

【រាំនួនទ្ឹកប្បាក់ផ្តល់ជូនកន ុងករណ្ីមានខែបគ្នលបៅរប ល េះេីខែបមោ ឆ្ន ាំ2023 ែល់ខែមី  ឆ្ន ាំ2024】 

* រាំបរេះរាំនួនទឹ្កប្បាក់ផ្តល់កន ុងករណី្មានខែបគ្នលបៅម នខែមី  ឆ្ន ាំ2018 សូមេិនិរយបមើលបគហទ្ាំេ័រភាន ក់ងារប្បាក់បោធននិវរតន៍ជរ  ន។ 
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厚生年金被保険者の脱退一時金の支給                  

・ 日本国籍を有しない方が、最後に国民年金の被保険者の資格を喪失したとき（日本国内に住所を有しな

くなった日）から 2 年以内に脱退一時金を請求することができます。 

・ 厚生年金保険料を 6 月以上支払い、年金（障害手当金を含む）を受ける権利を有したことがない方が対

象になります。なお、この給付は課税の対象となります。⇒Ｐ２へ 

《脱退一時金の支給額の計算》 

厚生年金被保険者期間の最終月（資格喪失した日の属する月の前月）及び被保険者期間の月数に応じて
以下のとおり計算されます。 

《計算式》         

脱退一時金支給額 

 ＝ 被保険者であった期間の平均標準報酬額** × 支給率（ （保険料率***×1/2 ）  

× 被保険者期間月数に応じた数）*
（*厚生年金保険の被保険者期間に応じた支給率は、次の表のとおりです。）

 

※脱退一時金の支給額の計算方法に関する法令の改正が行われ、2021年 4月より支給上限月数が 36 月 

（3 年）から 60 月（5 年）に引き上げられました。 

この見直しは、厚生年金被保険者期間の最終月が 2021 年 4 月以降となる方が対象となります。 

厚生年金被保険者期間の最終月が 2021 年 3 月以前の方については、これまで通り 36 月（3 年）を上限 

として支給額が計算されます。 

 

○最終月が 2021 年 3 月以前であれば、36 月（3 年）を上限として支給額を決定 

 

 

 

 

 

 

 

○最終月が 2021 年 4 月以降であれば、60 月（5 年）を上限として支給額を決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



10 
 

厚生年金被保険者の脱退一時金の支給                  

 

＜*支給率＞ 

◎最終月が 2021 年 4 月以降の場合 

厚年被保険者期間月数 支給率計算に用いる数 支給率 

6 月以上 12 月未満 6 0.5 

12 月以上 18 月未満 12 1.1 

18 月以上 24 月未満 18 1.6 

24 月以上 30 月未満 24 2.2 

30 月以上 36 月未満 30 2.7 

36 月以上 42 月未満 36 3.3 

42 月以上 48 月未満 42 3.8 

48 月以上 54 月未満 48 4.4 

54 月以上 60 月未満 54 4.9 

60 月以上 60 5.5 

   ◎最終月が 2017 年 9 月～2021 年 3 月の場合 

厚年被保険者期間月数 支給率計算に用いる数 支給率 

6 月以上 12 月未満 6 0.5 

12 月以上 18 月未満 12 1.1 

18 月以上 24 月未満 18 1.6 

24 月以上 30 月未満 24 2.2 

30 月以上 36 月未満 30 2.7 

36 月以上 36 3.3 
 

＜**平均標準報酬額＞ 

♢ 厚生年金保険被保険者期間の全部が 2003 年 4 月以降の方 

平均標準報酬額 ＝  

♢ 厚生年金保険被保険者期間の全部又は一部が 2003 年 3 月以前の方 

平均標準報酬額 ＝ 

＜***保険料率＞ 

最終月が 1 月～8 月の場合、前々年 10 月時点の保険料率が適用されます。 
最終月が 9 月～12 月の場合、前年 10 月時点の保険料率が適用されます。 

  

全被保険者期間の月数 

被保険者期間の各月の標準報酬月額と標準賞与額の合計 

2003 年 3 月以前の被保険者期間の 
各月の標準報酬月額×1.3 

+ 2003 年 4 月以降の被保険者期間の 
各月の標準報酬月額標準賞与額の合計 

全被保険者期間の月数 
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ミャンマーの送金可能な銀行は以下の 3 行です。（2023.4 現在） 

Myanma Foreign Trade Bank 

Myanma Investment and Commercial Bank 

Co-Operative Bank Ltd. 

  

2023） 



14 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



15 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（日本年金機構 記入欄） 

加入制度 チェック 1 チェック 2 チェック 3 チェック 4 

 
 

（送金先国）（課税△/非 0）（本人請求△/他 2）（日独非対象者△/対象者 01） 

日本年金機構 決定印 日本年金機構 受付印 

  

  

厚年 船員 国年 

国共 地共 

 

私学 

 
（入力回付年月日）              

2.  
 
 

私は日本と年金通算の協定を締結している相手国の年金制度に加入していた期間や合算対象期間を含めても受給資格期間が 120 月（10 年）未満であり、脱退一時金の支給を受けることで、請

求する以前の日本の年金に加入していた期間がすべてなくなることを理解した上で請求します。 

請求者本人の署名（サイン） 

※脱退一時金を受け取った方は、いかなる場合でも脱退一時金を請求する以前の日本の年金に加入していた期間がすべてなくなります。受給資格期間が 120 月
（10 年）未満の方は、脱退一時金請求書の 2 ページ目の注意事項をよくご覧いただき、将来、年金を受け取る可能性を考慮したうえで、なお脱退一時金の受給
を希望される場合、必ず「2」欄に署名をしてください。被保険者期間が長期にわたる方で「2」欄に署名がなされていない場合、請求の意思の確認のため書類を
お返しする場合があります。 

3.                                               永住許可の有無（許可日） 

 

ស ម្ ោះគណនីរបស់អ្នកទាមទារ 

 

ែ្ញ ាំមានសទិធ ិទទួលបានអ្រថ ប្របសោជនក៍ន ញងរយៈសពលរិចជាង 120 ខែ (10 ឆ្ន ាំ) 
សទាោះបីជាែ្ញ ាំរមួបញ្ច ូលរយៈសពលខែលប្រគបែណត បស់ោយប្របពន័ធសោធននិវរតន៍ននប្របសទសនែគូខែលមានកិចច ប្រពមសប្រពៀងជាមួយប្របសទសជប ៉ុនសត ីពីប្របាក់
សោធននវិរតនស៍រ៉ុប និងរយៈសពលខែលប្ររវូោក់បញ្ច ូល។ ែ្ញ ាំកាំព៉ុងសសន ើស៉ុាំសនោះសោយការយលែ់ឹងថា តាមរយៈការទទួលការទូទារ់សនាោះ 
ែ្ញ ាំនឹងអាចល៉ុបសចាលរយៈសពលទាាំងអ្ស់ខែលែ្ញ ាំបានច៉ុោះស ម្ ោះចូលសៅកន ញងប្របាក់សោធននិវរតន៍របស់ជប ៉ុនននម៉ុនសពលសធវ ើការសសន ើស៉ុាំ។ 

*កន ុងករណី្ណាក៏បោយ រ គគលខែលបានទ្ទួ្លការែកប្បាក់មួយែ ាំនឹងបារ់រង់រយៈបេលននការធា រ៉ា រ់រងបោធននិវរតន៍ររស់ជរ  នទាាំងអ្ស់ 
ននម នបេលទាមទារការទូ្ទារ់ែកប្បាក់មួយែ ាំ។  ប្រសិនបរើរយៈបេលននការទ្ទួ្លបានសិទ្ធរិរស់អ្នកគឺរិរជាង 120 ខែ (10 ឆ្ន ាំ) 
សូមអានបោយប្រ សងប្រយ័រននូវការប្រ សងប្រយ័រនបៅទ្ាំេ័រទ្ី 2 ននទ្ប្មង់ខរររទ្ទាមទារការែកប្បាក់មួយែ ាំ 
បហើយេិចារណាេីលទ្ធភាេននការទ្ទួ្លបានប្បាក់បោធននិវរតន៍បៅបេលអ្ គរ ម នបេលោក់រកយស ាំការទូ្ទារ់ការែកប្បាក់ 
ប្រសិនបរើអ្នករង់ទ្ទួ្លវា សូមប្បាកែថាប្រវូរ េះហរាបលខាបលើប្រអ្រ់បលែ「2」។  ប្រសិនបរើអ្នកប្រវូបានធា រ៉ា រ់រងអ្ស់រយៈបេលជាយូរមកបហើយ 
បហើយមិនបានរ េះហរាបលខាបលើប្រអ្រ់បលែ「2」បទ្ បយើងអារប្រគល់ឯកោរររស់អ្នកវញិ 
បែើមបីរញ្ា ក់េីរាំណ្ងររស់អ្នកកន ុងការទាមទារមតងបទ្ៀរ។ 
 

カタカナ（日本国内の金融機関を指定した際のみ記載） 

 

６.ពរ័ម៌ានសត ីពលីិែរិជូនែាំណឹងអ្ាំពីសលែសោធននិវរតន៍មូលោា ន ឬសសៀវសៅសោធននិវរតន៍។ល។（基礎年金番号通知書または年金手帳等の記載事項） 

 



16 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



17 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入上の注意 

請求書の 1〜6 については必ず記入してください。 

記入のない場合は請求書をお返しする場合があります。 

①「4.請求者氏名、生年月日及び住所」及び「5.脱退一時金振込先口座」は、アルファべット大文字で記入漏れの

ないようお願いします。 

②「6.基礎年金番号通知書または年金手帳等の記載事項」の基礎年金番号欄には基礎年金番号通知書または年金

手帳等に記載されている基礎年金番号、各制度の記号番号欄には今まで加入したことのある年金制度の年金

手帳の記号番号を転記してください。 

③「日本年金機構記入欄」は、記入しないでください。 

④「基礎年金番号及び年金手帳の記号番号」は、後日あなたが照会するときに使用しますので、請求書を提出す

るときは必ず番号を控えておいてください。 

⑤基礎年金番号がわからない場合は、16 ページの履歴欄を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

(日本国内から送付する場合も送付先は同じです。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

AIR MAIL 
 
Japan Pension Service (Foreign Business Group) 

3-5-24, Ku-nishi,Suginami-Takaido , 
Tokyo  168-8505 JAPAN 

 
〒168-8505 東京都杉並区高井戸西 3 丁目 5 番 24 号  

日本年金機構（外国業務グループ）  

 

TEL. +81 - 3 - 6700 - 1165 
(The telephone service is in Japanese.) 
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2023） 


